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Abstract
　To identify the superconducting phase transition at low temperatures, we construct a 
measurement system for detecting the Meissner effect. The well-known method of the measurement 
system is the Hartshorn-type bridge, but we try to construct the simplified measurement system, 
where the cylinder of the primary coil and that of secondary ones are settle in a fixed geometrical 
arrangement without the Hartshorn-type bridge. In our study, we use an alternative magnetic field 
of HAC = H0sin(2πft) with H0 ~ 1.6 Oe and 12 < f < 4000 Hz. To test our measurement system, we 
measured the magnetic susceptibility of niobium and obtained very sharp and clear Meissner signal 
at around 8.2 K.
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１ ．はじめに

　1911年，水銀において電気抵抗がゼロになる超伝導現象
が発見されて以来，単体元素，金属間化合物，銅酸化物，
有機物，重い電子系，鉄系超伝導体など，様々な物質が低
温で超伝導になることが発見されてきた [ 1 ]。最近では，
100GPa 以上もの超高圧力下ではあるが水素を含む化合物
において室温付近で超伝導転移を示す物質も発見されてお
り [ ２ - 5 ]，超伝導の工学的応用の期待とともに，高温超
伝導の実現に向けて，超伝導の研究が新局面を迎えている。
　ゼロ抵抗現象と並んで，超伝導のもうひとつの重要な性
質がマイスナー効果である。この現象は完全反磁性とも呼
ばれ超伝導体内の磁束密度がゼロとなるが，これはゼロ抵
抗から導くことはできない。このことはマイスナー効果

が超伝導状態のより本質的な性質であることを示唆する
[ ６ ]。したがって，未知の物質に対して超伝導状態を確認
するためにはマイスナー効果の観測が必須である。
　本研究室において電気抵抗の測定技術は確立している
が，磁化率の測定技術を有していない。本研究ではマイス
ナー効果を観測するため交流磁化率測定装置を試作した。

２ ．ロンドン方程式とマイスナー効果

　先ず，磁束密度がB = 0 となる結果は超伝導体を単にゼ
ロ抵抗の媒質として特徴づけるだけでは説明できないこと
を示しておこう。いま，オームの法則

 （1）

から超伝導電流密度 を有限にしたまま抵抗率 をゼロ
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にしたとすれば電場   はゼロにならなければならない。こ
のときファラデーの電磁誘導の法則

 （２）

から磁束密度の時間微分はゼロとなってしまう。このこと
は，磁場中で金属状態にある試料を超伝導転移温度以下ま
で冷やした場合，試料内部に磁場が残ることになり，マイ
スナー効果を説明することはできない。
　次にロンドン方程式を導いておこう。いま，磁束密度B
の磁場中を運動している質量M，電荷 qの粒子を考える。
粒子にはローレンツ力が作用するから，粒子の速度を と
すれば，ニュートン方程式は，

 （3）

と書ける。粒子の量子力学的な運動を議論するために，運
動方程式を正準形式に書き直す必要がある。粒子の位置ベ
クトルを ，運動量を ，ハミルトニアンをHとすれば

 （４）

の関係がある。（４） 式から （3） 式の運動方程式が得られる
ようにするためにはハミルトニアンを

 （5）

とすればよい。ここで はベクトルポテンシャルであり，
 （６）
で与えられる。（４） 式の第二式から粒子の速度は，

 （7）

と求められる。
　いま，ボーズ -アインタイン凝縮を起こすことにより，
粒子の波動関数が

 （８）

とマクロ波動関数で表されるとすれば，（7） 式から，

 （9）

となる。４He 原子の超流動状態のように電荷がゼロの場合
には流速はスカラー関数の勾配（ポテンシャル流）で与え
られるため，流速の回転はゼロになり，渦なしの流れを表
すことになる。しかし荷電粒子の場合には （9） 式の右辺に
示すようにベクトルポテンシャルが含まれることから，ポ
テンシャル流にならないことに注意されたい。
　荷電粒子系がボーズ -アインタイン凝縮しているとする
と超伝導電流密度は粒子密度を ns として

 （10）

と書ける。凝縮する粒子は電子対であるから電子の質量を
m，電荷を -e とすれば，M = ２m，q = -２e，ns = n/２と置
き換えて，

 （11）

が得られる。さらに，（11）式の両辺の回転をとることにより，

 （1２）

と書ける。（1２） 式をロンドン方程式とよぶ。
　マイスナー効果はマクスウェル方程式のひとつであるア
ンペールの法則，
 （13）
と （1２） 式を組合わせることによって理解することができ
る。超伝導体に磁場が印加されるとロンドン方程式に従い
試料表面に超伝導電流の渦が発生し，その超伝導電流に対
してアンペールの法則に従って磁場が発生する。超伝導電
流により誘起された磁場が印加磁場を完全に打ち消すた
め，超伝導試料の内部では磁束密度がゼロとなる。実際，
（13） 式の両辺の回転をとることにより，
 （1４）
ここで を用いて変形している。（1２） 式と （1４）
式を連立させると超伝導体に対しては，

 （15）

となる。ここで はロンドン侵入長とよばれ，

 （1６）

で定義される。（15） 式は空間的に一様な解を許さないの
で，超伝導体の中では一様磁場は存在し得ないことになり，
マイスナー効果が説明される。ロンドン侵入長は超伝導表
面から内部へ向かって磁場が e−1倍に減少する距離として
定義される。典型的な例としては ～ 500 である。

３ ．実験方法と測定系

３.１　測定原理
　図 1のように，励磁コイルと検出コイルからなる一組の
コイルを考える [ 7 , ８ ]。励磁コイルに交流電流
 （17）
を流すと，この電流は励磁コイル内で一様な交流磁場
 （1８）
を発生させる。ここで n は励磁コイルの単位長さあたり
の巻き数である。コイル内の磁束密度Bは真空の透磁率

0を用いて，

 （19）

さらに検出コイルの断面積を Sとすると，検出コイル内の
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全磁束は

 （２0）

と書ける。レンツの法則によると，検出コイルに生じる起
電力V（t） は，

 （２1）

であり，物質内部では磁化をMとすると，磁束密度Bは，
 （２２）
と書ける。また，磁化Mは磁場Hに比例するから，
 （２3）
と書ける。ここで は磁化率である。マイスナー状態では
B = 0 となるから，このときの磁化率は ＝ - 1 となる。

３.２　実験方法および測定系
　超伝導試料として直径 ２.0 mmの棒状のニオブ （Nb）
を選んだ。純度は99.9%である。励磁コイルは ４.0 mm
のストローにCu wire（ 0.２ mm）を幅 l ～ 1 cmに
８0 turns 巻き付け，検出コイルは ２.5 mmのポリイミ
ドチューブにCu wire（ 0.２ mm）を幅 l ～ 1 cmに８0 
turns 巻き付けたものにNbを差しこんだ。
　図 ２に交流帯磁率の測定回路を示す。励磁コイルに交流
電流を流すために，発振器にはロックイン増幅器 SR８30
を用いて電圧 1 V，周波数1２ Hz ～ ４ kHz の交流電圧を出
力した。回路には50Ωの負荷抵抗を直列に挿入し，励磁コ
イルに振幅２0 mA程度の交流電流を流した。検出コイル
に発生した誘導起電力は微弱なため，前置電圧増幅装置
SR5６0を用いて信号を100倍にしたものをロックイン増幅
器で検知した。図 3 に GM冷凍機および測定系の概観を
示す。

　試料の温度計測と温度制御には，レイクショア社の温度
コントローラを用いた。測定プログラムはAgilent VEE 
Pro を用いた。本研究室既設のGifford-McMahon 冷凍機
を用いることにより，3.0 < T < 300 K の温度範囲で測定
を行った。10 K 以下での測定温度分解能は0.01K である。

４ ．測定結果と考察

　検出コイルに生じた誘導起電力の温度依存性を図 ４に示
す。出力電圧の大きさは1.0 V であり，周波数は1２.６1Hz
である。常伝導状態にある 9 Kで発生している誘導起電力 
は7６0µV程度だが，８.3 K（onset） から誘導起電力が急激
に減少し、８.1 K（offset） 以下では510 µV程度となる。
　超伝導転移温度をmidpoint で定義するとTc = ８.２ K と
なる。この値は既報のニオブの超伝導温度の9.２ Kより1.0 K
ほど低い。励磁コイルで発生している磁場の大きさが地磁
気程度の大きさしかないことを踏まえると，観測された
Tc が低い原因として，Nb試料内の磁性不純物や加工形成
によるひずみの影響などが考えられる。アニールした試料
で測定する必要があるだろう。また，試料と温度計の位置
についても検討する必要があるだろう。

図 1　交流磁化率の測定原理 .

図 ２ 　交流磁化率測定回路図 .

図 3 　GM冷凍機（左図）と測定系（右図）の概観 .

図 ４ 　検出コイルに生じた誘導起電力の温度依存性 .
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　図 5に，様々な周波数での誘導起電力の温度依存性を示
す。全ての周波数で超伝導転移が明瞭に観測される。周波
数の増加とともに、誘導起電力の絶対値が増大しているこ
とが分かる。マイスナー効果も周波数の増加により観測し
やすくなることが分かる。
　周波数の増加に伴う誘導起電力の変化を考察するために
超伝導転移温度より高温の８.5 K と低温の7.5 K での誘導
起電力を周波数に対してプロットしたものを図 ６に示す。
誘導起電力は，周波数に対して1000 Hz までは，直線的に
増加する。一方，２000 Hz 以上の周波数では，傾きが減少
している。誘導起電力の周波数依存性をレンツの法則から
考察すると，（２1） 式より， = ２πf に注意して

 （２４）

であるから，誘導起電力の周波数依存性は単位長さあたり
のコイルの巻き数 n，コイルの断面積 S，交流電流の振幅
IAC および透磁率 で決まると考えられる。1000 Hz 未満
での誘導起電力の周波数依存性はレンツの法則とつじつま
が合うと考えられる。
　一方，２000 Hz 以上になると直線の傾きが減少していく
振る舞いが観測されるが，その原因として，高周波になる
につれ，意図しない寄生容量や寄生インダクタンスの影響
が考えられる [ ８ ]。より高周波での測定を行うためには
測定系の検討も必要と考えられる。
　最後に，試料の測定位置の違いによる温度計測の影響に
ついて検討した。図 ６ は誘導起電力を８.5 K の時の誘導
起電力でわり規格化したものの温度依存性である。No. 1
と No. ２ の試料の測定位置の違いによって超伝導転移温度
に0.5 K ほど違いが出ていることが分かる。No. 1 よりも
No. ２ のほうが温度計から遠い位置で温度計測をしている

図 5　様々な周波数での誘導起電力の温度依存性 .

図 ６ 　T = ８.5 K および7.5 K での誘導起電力の周波数依存性 .

図 7 　 試料 No. 1 および No. ２ の測定位置（上図）および誘導起
電力の温度依存性（下図）.
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ことから，No. 1 のほうがより正確に誘導起電力の温度依
存性を測定出来ていると考えられる。より正確な誘導起電
力の温度依存性を測定するためには，測定試料をできるだ
け温度計のそばにセットする必要がある。そのためにはコ
イルの小型化を検討していく必要がある。

５ ．まとめと今後の課題

　本研究により，超伝導体Nbに対してマイスナー効果の
観測に成功した。観測された超伝導転移温度は既報のもの
と比べ 1 Kほど低いが，その値は周波数には依存せず再現
よく観測することができた。試料のクオリティが問題かど
うか議論するため，アニールした試料に対して今回と同様
の測定を行う必要がある。もし加工過程で生じた試料内の
ひずみや格子欠陥等が低いTc の原因であれば，アニール
した試料のTc は既報の値（Tc = 9.２ K）に近づくはずで
ある。しかし，アニールの効果がほとんど無ければ，磁性
不純物の影響を検討する必要があり，その場合には，純度
が99.9%以上の高純度Nb試料を準備する必要がある。
　今回の測定では周波数の増大とともに誘導起電力も増
大していくことから，今後は検出コイルとして測定用コ
イルだけではなく，補償コイルも巻き，Hartshorn-type 
bridge を組合わせることでバックグラウンドを減らす工
夫が必要となる。さらに，２000 Hz 以上の周波数では誘導
起電力の周波数依存性がレンツの法則で説明できないこと

から，測定系における寄生容量や寄生インダクタンスの影
響も検討する必要がある。
　正確な磁化率の温度依存性を測定するためには，コイル
の小型化も検討する必要がある。現時点では誘導起電力の
測定に留まっており，磁化率の絶対値測定が出来ていない。
SQUID 磁束計による測定結果と比較を行い，誘導起電力
から磁化率の絶対値を得るための較正が必要である。　
　さらに，今後は磁化率測定から興味深い物理現象を探る
ために，複素磁化率の測定にも挑戦していく予定である。
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